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協働 化 イ ノベ ー シ ョン

京都市の取 り組みを事例 として

福士 久美子† 原 ⊆自 † †良 /一({¥

†京都 大 学 経 済 学部 〒606-8501京 都 市 左 京 区吉 田本 町

† †京都 大 学経 営 管理 大 学 院 〒606-8501京 都 市左 京 区 吉 田本 町

E-mail:†fUkushi㎞miko@gmail.com,† †hara@gsmkyoto-u.ac.jp

あ らま し 本研究では、公民連携における市民参加について論じる。官 と民が連携を強め、行政サービスが行き届き市民の

活力を反映 したよりよい社会を創 っていくプロセスを協働化イノベーシ ョンと呼び、実現のための指針 を提供することが本研究

の目的である。事例分析 として、京都市の政策評価および事務事業評価の実証分析を行 ない、現行の評価 システムの問題点を検

証、適切な市民参加のあ り方を論 じる。京都市ではこれまで市民参加 に関 して定性 的な分析 しか行われていなかったが、本研究

では蓄積された1400件 に及ぶデータを数値化 し、さらにプロジェク トの性質を3つ に分ける「政策重要度別段階分類」の上、相

関分析 ・回帰分析を行なった。これ らの結果、市民満足度を目的評価指標 として活用 し、市民の実施段階での参加をすすめ、プ

ロジェク トの性質分類ごとに適切 な官民関与のバランスをとる必要があることが明 らかになった。協働化イノベーションに向け

て、行政評価制度への反映と、プロジェク トに応 じた適切な市民参加が望まれる。

キー ワー ド 公 民連携 、協働 化イ ノベー シ ョン、実証研 究 、市民参 加
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AbstractThispaperproposestheconceptofCooperativeI皿ovation,aprocessofmakingabettersocietywiththecitizens'

power,anddiscusseshowcitizenparticipationinfluencestheresultinapublic-privatepartnershipproject.Asanempirical

study,wehaveanalyzed出eevaluationdataoftheKyotocitypolicyprojects,pointedouttheissues,andfoundthebestwayof

howthecitizensshouldparticipate.First,wehaveclassifiedtheprojectsintothreecategories,accordingtotheimportance

levelofthepolicies.Then,wehaveappliedquantitativeanalysistothedataontheKyotocitypolicyprojects,andanalyzedthe

interrelationamongtheindices,etc.Wehaveconcludedthefollowingresults:1.Thecitizens'satisfactionisusefulasan

evaluationindex;2.Citizens'participationshouldbeencouraged,inparticular,onanoperationalphase;and3.thedegreeof

public-privateparticipationshouldadjusttotheimportancelevelofaproject.
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1.は じ め に

1.1.背 景

現 在、100年 に一度 の不況 といわれ る中、官 主導

の事業 予算 の見 直 しが加 速 してい る。効 率の 悪い事務

事業 の廃止や 、無 駄 な公共 事業 が縮 減 され る中、注 目

したいの が公 民連 携 の取 り組 み で あ る。 限 られ た予 算

の 中で コス トを抑 えな が ら、よ りよ い行 政 サー ビス を

行 う仕組 み で あ り、ます ます重 要 に なって きて い る。

日本 で は10年 ほ ど前 か ら民 間 の活 力 を生 かすP

PP(パ ブ リック ・プ ライ ベー ト ・パ ー トナ ー シ ップ)

が提 唱 され[1】、地方 自治体 で も特色 あ る公 民連 携 が取

り組 まれ て きて い る。
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1.2.公 民 連 携 の種 類

公 民連携 の形 に は様 々 な ものが あ り、業務 運営形 態

の違 いか ら、直 営 、PFI、 第 三 セ クター 、指定 管理

者 、業務委 託 、補 助 金、 市場化 テ ス ト、民営 化 な どが

あ る。また 広 くPPPを とらえ る と、NPOと の 協働 、

産学連 携 、市 民協働 な ども含 まれ る。 その市 場規模 は

積み 上 げ式 の概 算 で も1兆5000億 円 、マ クロ的 な潜 在

市場規 模 は10兆 円 とも言 われ る[2]。

重 要性 が増す公 民 連携 にお いて 、官 と民 が連 携 を強

め 、市民 の活力 を反映 した よ りよい社 会 を創 って い く、

本研 究で はそ の こ とを 協働 化 イ ノベー シ ョン と呼ぶ こ

ととす る。

1.3.本 研 究 の 目的

本研 究 の 目的 は 、公 民連携 にお いて 協働 化 イ ノベ ー

シ ョンをお こ し、官 民のパ ー トナ ーシ ップ を強 め、行

政サ ー ビスが行 き届 き、 市民 の活力 を反 映 した社会 を

創 ってい くた めの指針 を提供 す るこ とで あ る。

本研 究で は 、協働 化イ ノベ ー シ ョンの事例 分析 とし

て、京 都市 の政策 評価 ・事務 事 業評 価 ・市民 生活実感

調査 を も とに 、行 政 の評価 方法 を検 討す る。公 民連携

は 、今 や一 部 の取 り組 み では な く行 政全般 に関わ る可

能性 の ある もので あ る。広 く行 政評価 制 度 を検 討す る

こ とに よ り、 どの よ うに事 業 が評 価 され フィー ドバ ッ

クされ てい るかを理解 し、協働化 へ の足 がか りとす る。

ま た、評価 制度 に メス を入 れ 、客観 的 な事業評 価 とフ

ィー ドバ ックを行 う必要 が ある。 さらに、公 民連携 が

行政全 般 に関 わ るもので あ るこ とか ら、行 政評 価制 度

を横 断的 に見 る必 要 が ある。

京都 市 にお いて は、個別 のデ ー タの蓄積 は され てい

るが現 時点 で 、政 策 評価 ・事務 事業 評価 ・市 民生活 実

感調査 の各 項 目の相 関分析 等 は され てい ない。 本研 究

によ り、資 料 の相 関関係 が把握 され 、 よ りよい評価 制

度へ 繋が る こ とが期待 され る。 ま た、協働 化 イ ノベ ー

シ ョンのプ ロセ ス を明確化 す る こ とがで き る。

2.京 都 市 行 政 評 価 シ ス テ ム

2.1.分 析 対 象

デ ー タ分 析 の 対象 は京 都 市 で現 在 行 わ れ て い る政

策評価 お よび事務 事 業評価 、 市民 生活実感 評価 で あ る

(図1参 照)。これ ら3種 類 のデ ー タを横 断的 に分析 し、

公 民連携 の方法 を研 究 してい く。

φ 政策 評価:ピ ラ ミッ ド型 の政 策体 系 の中の 「政策 」

につ い て政 策 目的 が どの 程 度 達成 され て い るか

を評価 す る もの

や 事務 事業評 価:政 策 目的 の実現 手段 で あ る 「事務

事業 」が適切 に執行 されて い るか ど うか を評価す

るもの

や 市 民 生活 実 感 評価:京 都 市 が 取組 を進 めて い る

様 々 な分 野 にお いて 、市民 が どの よ うな実感 を も

ち,ま た何 を重要 と感 じて い るの か につ いて調 査

を行 った もの

事務事 業評 価票 、政 策評価 、市 民生 活実感 度調査 の

3っ の 資料 か ら、業務 運営 方法 、市民 参加度 、政 策評

価 、施策 の 目標 達成 度 ・効 率性評価 、市民満 足度 のデ

ー タ を抽 出 し、数値 化 して分析 を行 う。(付 録A参 照)

(図1)京 都 市行 政評価 システ ム

2.2.基 礎 デ ータの数 値 化

事務 事業 評価 票、政 策評 価 、市民 生活実感 度 調査 の

三つ の資料 か ら、業務 運 営方 法、市 民参加 度 、政策評

価 、施 策 の 目標 達成度 ・効 率性 評価 、 市民満 足度 のデ
ー タを抽 出 し、数 値化 して分析 を行 っ た。

具体 的 には、

①事 務事業 評価票 の項 目の うち、業務 運営方 法 、市 民

参加 度 のデー タ を取 り、数値化 す る。

・業 務 運 営 方 法:直 営4 ,一部 委 託3,全 部 委託2,

補助 等1と して入力 ・。

・市民参 加度:企 画 、実施 、評 価 の評価 段 階 ご とに

高3、 中2、 低1、 無0と して入力。

②26項 目の政策 評 価 は、A～Eを4～0と して入力。

③106項 目の施 策 の 目標 達成 度 と効率性 の五 段 階

評 価 は。 か な り良 い ～ か な り悪 い 、 を4～0に 対

応 させ入 力。 また 、 市民 生活 実感 評価 は 五段 階1

～5に 対応 させ 入 力。

以上 のデ ー タを も とに 、統計分 析 を行 う。

2.3.政 策 重 要 度 別 分 類
一方 、公 民連携 の手 法 の選択 には事務 事 業 の性 質 を

明 らかにす る こ とが役 立 つ と考 え られ る。本 研 究 にお

いて も、事務 事業 の性 質 ご とに分 ける こ とで それ ぞれ

に適 した連携 方法 を検 討 で きる と考 え、京都 市の基本

構 想 に基づ いた分 類番 号 に関 わ らず 、政策 重要度 別集

計表(付 録B参 照)に よ る整 理 を行 うこ と とした。 この
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ア ンケー ト調 査 での重 要度 と対応 関係 が ある と考 え、

現在 重要視 され てい る ものか ら順 に基礎 的事 業 とす る。

27施 策 あ るの で9個 ×3の グル ー プ に分 け、重 要度

の高 い(%の 高い)も のか ら基 礎 的施 策 、中 間段 階施 策 、

高次施 策 とし、27の 施策 は以下 の よ うに分類 され た。

基礎 的施策

交 通基盤 、消 防 、防災 、 しご と、子 育て 、健康 、

学校 教育 、福祉 、生 活安 全

中間的施策

生涯 学習 、行政 評価 、歩 い て楽 しい ま ちづ く り、

観 光 、市政 改革 、美 しいま ちづ く り、情 報公 開、

人権 文化 、環境

高次 施策

高度 情報化 、 国際交 流 、大学 、 文化 、青少 年 、個

性 と魅 力 あ るま ちづ く り、産 業 、市民 参加 、 区役

所 を拠点 とす る地 域 づ くり

3.分 析 結 果

多変 量解析(ク ロス集 計、相 関 、 回帰分析 等)手 法

を用い て分析 した結果 を以下 に示 す。

3.1.評 価 指 標 間 の相 関 分 析

政策評 価 、 目標 達成 度評 価 、効 率性 評価等 の指 標 問

の相 関分析 を行 な った。主 な知 見 は、次 の通 りで あ る。

・ 目標 達成度 評価や 効率 性評価 は、行動 属性(業 務運

営方 法 、行政 関与 の 妥当性)と の相 関がな いか 、も

しくは、弱 く、適 切 な評 価基 準 とは な って いな い。

・ 目標達成 度評価 と業 務運 営方 法 とは負 の相 関で あ る。

・ 市民生 活実感 評価 は、プ ロジ ェク ト単位 でない が、

お お よそ の市民満 足度 を示 してい る。政策評 価 、市

民参加 度(実 施)な ど と有意 な相 関 があ る。

上記 の分析 によ り、 プ ロジ ェク トの 目標 変数 と して、

目標達成度評価や効率性評価よ りも、市民生活実感評

価 が望 ま しい こ とがわ か る。 しか も、市民参 加度(実

施)を 制御 変数 として 、評価 を高 め るこ とがで きる。

3.2.市 民 参 加 度(実 施)と 市 民 生 活 実 感 評 価 の関 係

次 に、 プ ロジェ ク ト実施段 階 の市 民参加 度 が、 どの

よ うに市 民生活 実感 評 価 と関係 が あ るかを分析 した。

図2に 示す よ うに、市 民参加 度(実 施)の 程度 が 高 く

なるにつれ て、 市民生 活実感 評価 が高 くな ってい る。

これ は、公 民連携 プ ロジ ェク トにお い て、実施 段 階で

の市 民参加 度が よい影響 を及 ぼ して い る と説 明で きる。

ちなみ に、市 民参加 につ いて は、企画 段 階、実施段 階 、

評 価般 階 と3段 階に規 定 され て い るが、実施 段 階で の

参加 が、最 もよい影 響 を及 ぼ して い る。

3.3.政 策 重 要 度 別 分 類 の効 用(1)

一 行 政 関 与 の 妥 当 性 と市 民 生 活 実 感 評 価 一

また、本 論文 で提 案 した政 策重 要度 別分類 が有 意義

な結果 を もた ら してい る。 図3に 示す よ うに、行 政関

与 の 妥当性 と市民 生活 実感評 価 との 関係 にお いて、 高

次 施策 ほ ど行 政 関 与の 要請 が高 い こ とが わか る。す な

わち 、高次施 策 ほ ど、行 政 が じっ く り取 り組 む必 要性

あ る。

この分 析結 果 は 、当初 予想 してい た結 果 と異 なっ た

が 、お そ ら く、高 次施策 の プ ロジェ ク トほ ど、 まだ市

民 に認知 され てお らず 、結果 と して 、行 政 関与 が必要

とされ るフェー ズ なの であ ろ うと考 え られ る。

3.4.政 策 重 要 度 別 分 類 の効 用(2)

一 市 民 参 加 度 と目標 達 成 度 との 関係 一

さらに、別 の視 点 か らも政策 重要度 別 分類 が有意 義

な結 果 を もた らしてい る こ とがわか る。 図4に 示す よ

うに、市 民参 加度 と目標達 成度 との 関係 を詳細 にみ る

と、基礎 的施 策 のプ ロジェ ク トほ ど正 の相 関が強 く、

高次 施策 のプ ロジ ェク トにな るほ ど、 目標 達成 に対 す

る影 響が得 られ な くな る。

この 分析 結 果 は 、3.3.で 説 明 した 行 政 関与 の 妥 当性

の傾 向 と矛盾 してい ない。 す なわち 、高次 施策 のプ ロ

ジ ェク トほ ど、 まだ市 民 に認 知 され てお らず 、 目標 関

数 にたいす る影 響 が不 明確 であ る と解釈 で きる。

この よ うに 、従来 の効 率性 評価 の よ うな定量 的出観

測 され やす い が、 プ ロジ ェク ト遂行 者 が達成 しやす い

指 標 を用い て も、 プ ロジ ェク ト運 営 の質の 向上 につ な

が らない こ とがわ か る。 本論 文で提 案 した政 策 重要度

別 分類 の指標 は、質 の 向上(市 民 の満 足度 向上)に 対

して 、 よ り意 味の あ る指標 で あ る とみ なす ことがで き

る。

3.5.回 帰 分 析

意味 が ある と想定 され る変数 間 の関係 を分 析す るた

めに、被説 明 変数 を、市 民生活 実感 評価 、説 明変数 を、

市 民参加 度(実 施)、 並 び に、政 策重 要度別 分類 とす る

回 帰分析 を行 なった。 これ らの指標 は 、他 の評 価指標

の分 析 と比べ て 、回 帰分析 での傾 向 が明確 に現 われ た

もので あ る。

分 析 の結果 、回 帰分析 の式 は 、下記 の通 りで あ った。

Y=0.024×1+0.524×2+2.592

た だ し 、Y:

Xl:

x2:

市民生活実感評価

市民参加度(実 施)

政策重要度別分類

(R2値 は0.245)

この分析結 果 か ら、実施 レベル の市民 参加 の程度 や 、

政 策重 要度別 分 類(基 礎 的施策 、 中間的施 策 、高 次施

策 によ るプ ロジ ェク ト分類)は 、市 民生 活実感 評価 に

対 して、 プラス の寄 与 を行 い 、プ ロジ ェク トの質 の向

上 に よい影響 をあた え る指 標 であ る ことが 、知 見 とし

て得 られ た。
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(図2)市 民参加 度(実 施)と 市民 生活 実感評 価 との関係

(図3)政 策 重要 度別 分類 の効用(1)
一 行 政 関与 の妥 当性 と市民 生活実感 評価 との 関係

(図4)政 策重 要度別 分類 の効 用(2)
一 市 民参加 度 と目標達 成度 との関係 一
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3.6.現 評 価 システムへの フィードバ ック

上 述の分 析 を行 なった ことに よ り、現 状 の京都 市 の

事 務事 業評価 におい ては、 目標達 成度 評価 、効率 性評

価 な どの評価 指針 に対 して 、改 善す べ き点 も明示 され

た。

た とえ ば、事業No.1712006「 観 光宣 伝パ ンフ レッ ト

作 成」 で は、入洛観 光客 数 を 目標 達成 度評 価 の指標 と

してい る。入 洛観 光者 の増加 と観 光パ ン フ レッ ト作 成

との因果 関係 が不 明で あ る上 、観 光客 増加 に よ り単位

あた りコス トが下 が った こ とで、効 率性 は 「か な り良 く

なった」と評価 され てい る。ま た、事 業No.1704003「 異

業種 交流 等連 携支援 事業 」 の事 務 事業評 価 票 を見 てみ

る と、 目標 達成 度評 価の指 標 を事 業の 開催 回数 と して

い る。目標値 を 「当 クラブ本 体で の活動 が 月 に1回,特

定 のテー マ に基 づい て事業 を行 う部 会 での 活動 が月 に

1回,行 なわれ る こ とを 目標 とす る」こ とか ら年24回

の 開催 と設 定 した上 で、実績 値25回 の開催 を もって

目標 達成度 は104.2%、 「かな り良 い」と評 価 され て い

る。 事業 の 目標値 として会 議の 回数 を設 定す る こ と、

そ して年24回 とい う定例会 の よ うない わ ば義務 と し

て こなすべ き値 を 目標値 とす る こ とも評価 方 法 として

ふ さわ し くな い。 これ らの よ うな評価 指標 を用 いて前

年 よ りよい 活動 がで きた との主張 が され るの は適切 で

はな い。

真 に行 政 サー ビス の向上 をはか るた め に、現 状 の評

価 制度 を改 善 し、本論文 で提案 した よ うな、 市民 参加

度や 、プ ロジ ェク トの政策 重 要度 指標 な ども活 用す る

こ とが望ま しい ので はない か と結 論づ け られ る。

4.ま と め と今 後 の 展 望

協働 化 イ ノベ ー シ ョンに よ り官 民 パ ー トナ ー シ ッ

プを強 め、行政 サー ビス が行 き届 き市民 の活 力 を反映

した よ りよい社 会 を創 ってい くた めに は、市 民 の実施

段階 で の参 加 をすす め、欲 求段 階別 にプ ロジ ェク トを

分類 し、その各 々 の段 階 に よ り適 切 な官 民関 与の バ ラ

ンス を とる必 要が ある。

今後 、市 民参加 の定 量的 な評 価 を導入 した評 価制 度

が整備 され 、市 民の活 力 を活か した社 会 を協働 で創 っ

てい く足 がか りとなる ことを期待 したい。

なお、先 に述べ た 目標達 成度 、効率性 評 価 の評 価 指

標 を改善 し、市 民参加度 や 市民満 足度 に よ る評価 を充

実 してい く一方 で、協働 化イ ノベ ー シ ョンにつ な がる

評価方 法 と して 、多様性 に 関す る評価指 標 を導入 す る

ことも提 案 したい。そ もそ も公 民連携 とは行 政 だ けで

事業 を行 わず広 く企業 や 市民 団体 に門 戸 を広 げ 協働

をめ ざす こ とで あ り、「行 政」とい う1つ の属 性 に民 間

か らの様 々 な属性 を加 えて、パ フ ォーマ ンス 向上 を は

か る取 り組 み とも言 える。

多様 な入 居 企 業 と と もに産 官 学連 携 に取 り組 ん で

いる京都 リサー チパ ー ク、お よび 市民 協働 を積極 的 に

行 っ てい る京 都 市 東 山 区役 所 へ の ヒア リン グ にお い

て も、活動 主体 に多 様性 が あ るほ うが よい 、とい う見

解 が示 された 。例 えば リサ ーチ パー クで は 、行政機 関

と民 間企 業が 同地 域 に入 居 す る こ とで 起業 の 手続 き

や各種 の相 談 が ワ ンス トップ でで き るだ けでな く、入

居 企業 同 士の 交流 が生 まれ た り、地 区の ブ ラン ド価 値

が高 ま った りして い る とい う。東 山区役 所の プ ロジ ェ

ク ト「東 山ま ち ・み らい塾 」にお いて は、初年度 のメ ン

バ ー は紹 介 で集 ま った 地 元 商 工会 の 関係 者 で あ った

が、2年 目か らは公 募 に切 り替 え、区内 か ら様 々 なメ

ンバ ー が集 ま っ た こ とに よ り充 実 した 活 動 が行 わ れ

た とい う。

多様 性 を定 量 的 に 評価 す る指標 を導入 す る こ とに

よ り、今 まで の評価 指標 だ けの場合 よ り有意 義 な評価

とフ ィー ドバ ックが行 える こ とにな るだ ろ う。
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